
運送を発注する際に、荷の発着時刻が硬直的だ
ったり、厳しいものだと、道路交通でのスピード
違反・運転時の焦りや、荷役作業での安全手順の
省略を惹起しかねません。
運送業者の労働災害を防止するためには、

荷主などの⽴場にある企業による配慮が不可⽋です。

各企業が 運送発注する際の
安全配慮が課題になっています

荷役作業の注意事項

発着時刻の指定の注意事項

厚⽣労働省が定める
「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」
「交通労働災害防止のためのガイドライン」

に基づき、荷主などの⽴場の企業にも安全対策を求めています。
各労働基準監督署が企業に指導に⽴ち⼊った際にも、ガイドラインに

基づく対策の状況を確認し、実施をお願いしています。

仕入・調達・購買の担当者、運送発注・物流の担当者の方へ
在庫管理、生産管理、ロジスティックの担当者の方へ
安全管理担当者の方へ

p.4をチェック！

p.3をチェック！

p.2をチェック！

奈良県下の運送事業者の労働災害（※休業４日以上）は増加傾向にあり、
約75％は荷役作業時に発生しているとともに、その多くは荷主事業場内で
発生しています。
また、交通事故による労働災害の発生も、減少しているとは言えない状態

が続いています。
運送事業者の作業状態は、運送発注等に強く影響されることが考えられま

すので、奈良労働局では、荷主事業者の御配慮を強く求めるものです。

物流の効率化に
つながることも
期待されます

厚⽣労働省
奈良労働局、奈良・葛城・桜井・大淀 労働基準監督署
※このリーフレットやゼロ災ロゴマークは 奈良労働局ＨＰからダウンロードし どなたでもお使いいただけます。
詳しくは奈良労働局ホームページから
http://nara-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/
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なお、荷役作業の注意義務違反があるとして、発注企業に損害賠償を
命じた裁判例があります

http://nara-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/


改善基準告示の周知と遵守

作業内容を事前に通知

着時刻の指定に余裕を

到着遅延時の配慮

貨物増量時の配慮

発注時の配慮
高速道路利用の配慮

作業遅延時の配慮

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」（抜粋）
（平成25年3月25日付け基発0325第1号厚生労働省労働基準局長通達）

第３ 荷主等の実施事項
２ 荷役作業における労働災害防止措置
（１）基本的な対策
ア 陸運事業者の労働者が荷主等の事業場において行う必要がある荷役作業について、
陸運事業者に通知すること。また、事前に通知しなかった荷役作業は陸運業の労働者に
行わせないこと。

イ 荷役時間、荷待ち時間、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間、
道路状況等を考慮しない荷の着時刻指定は、荷役作業の安全な作業手順の省略につながる
おそれがあることから、着時刻の指定については余裕を持った設定（弾力的な設定）
とすること。

３ 荷役作業の安全衛生教育の実施
（１）運送発注担当者等への改善基準告示の概要の周知
運送業務の発注を担当する労働者等に対し、改善基準告示※の概要について周知し、貨物自

動車運転者が改善基準告示を遵守できるような着時刻や荷待ち時間等を設定させること。

※自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号）
自動車運転者の拘束時間、運転時間の上限等が定められているものです。

「交通労働災害防止のためのガイドライン」（抜粋）

（最終改正 平成25年５月28日付け基発0528第２号）

第６ 荷主・元請事業者による配慮等

荷主及び運送業の元請の事業者は、次に掲げる事項等、交通労働災害防止を考慮した適切か
つ安全な運行の確保のため必要な事項について、実際に荷を運搬する事業者と協働して取り組む
よう努めること。

１ 荷主・元請事業者の事情により走行開始の直前に運送する貨物の増量を行う必要が生じた場合、
荷主・元請事業者は、適正な走行計画が確保され、過積載運行にならないよう実際に荷を運搬する
事業者に協力すること。

２ 到着時間の遅延が見込まれる場合、荷主・元請事業者は改善基準告示等を遵守した安全運行が
確保されるよう到着時間の再設定、ルート変更等を行うこと。また、到着時間が遅延した結果として、
荷主・元請事業者が実際に荷を運搬する事業者に対して、不当に不利益な取扱いを行うことが
ないようにすること。

３ 荷主・元請事業者は、実際に荷を運搬する事業者に対して、改善基準告示等に違反し安全な走行が

確保できない可能性が高い発注を行わないこと。また、無理な運行となるおそれがある場合、到着時間の
見直し等を行うなど協力して安全運行を確保すること。なお、高速道路の利用が交通労働災害防止に
効果があることを踏まえ、高速道路の利用について配慮すること。

４ 荷主・元請事業者は、荷積み・荷卸し作業の遅延により予定時間に出発できない場合、到着時間の
再設定を行う等、適正な走行計画を確保するための措置を講ずるとともに、荷役作業が開始される
までの間、貨物車両が荷主の敷地内で待機できるようにすること。

運送発注する際の発着時刻などの注意事項

運送業者の安全という観点からも
「サプライチェーンマネジメント」

に取り組みましょう
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繁忙期など運送⾞両が集中するときは
手待ち時間が生じないよう
逆に各運送業者の発着時刻を
調整することも重要です

手待ち時間が生じて
運送業者の負担になると
めぐりめぐって

荷主自身の負担になって
返ってくるね



陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン（概要）

詳細は、ガイドライン全文を
ご確認ください！

検 索荷役 安全 ガイドライン

安全管理体制
○荷役作業の担当者を指名してください
○陸運事業者と安全衛生協議組織を設置してください

荷役作業における労働災害防止の基本対策
○荷役作業を陸運事業者に⾏わせる場合は事前に通知してください
○余裕を持った着時刻の設定をしてください
○荷役場所を安全に作業が⾏えるようにしてください

墜落・転落防止対策
○墜落・転落防⽌のための施設等を⽤意してください

フォークリフトによる労働災害の防止対策
○フォークリフト使⽤のルール（制限速度、安全通路等）を定めて、⾒やすい
場所に掲示してください
○通路の死⾓部分へミラー等を設置してください
○フォークリフトの⾛⾏場所と歩⾏通路を区分してください

クレーン等による労働災害の防止対策
○移動式クレーンの設置場所に注意してください

コンベヤーによる労働災害の防止対策
○コンベヤーをまたぐ必要がある場所には、踏切橋等を設けてください

ロールボックスパレット等による労働災害防止対策
○移動経路の整理整頓をお願いします
○床や地面の凹凸や傾斜をできるだけなくしてください

転倒、腰痛、その他による労働災害防止対策
整理整頓、⼿すりの設置、台⾞の⽤意、荷姿・重量への配慮、貸し出すパレッ
トの破損状況の確認など

安全衛生教育
○改善基準告示の概要を発注担当者に周知してください
○荷役機械等に関係する安全衛⽣教育を⾏ってください

陸運事業者との連絡・調整
○陸運事業者と荷主等は、荷役作業等の付帯業務について書面契約の締結を推
進してください
○配送先における荷卸しの役割分担について明確にしておいてください

自社の労働者の
安全のためにも
重要です！
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【過去の裁判例】
○ 鋼材荷積み作業補助中に鋼材にはさまれ、親指を切断した事例（札幌地
裁判決昭和62年8月27日）
被災時の作業分担から、鋼材の運搬を発注した会社（発注先会社）と、
鋼材の運搬を請け負った会社（注文先会社）の従業員であるトラックの
運転⼿（被災者）との間に、雇⽤関係と同様の法律関係を認めず、安全
配慮義務に関する債務不履⾏責任は否定するも、発注先会社及び同社作
業員の注意義務違反を認定して⺠法第715条の使用者責任を認定した。
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A社代表者は鋼材が崩れて、運転手が受傷しないよう
鋼材の積み上げ状況を点検しつつ作業を⾏う注意義務
があり、本件ではそれを怠った過失があると判示し
た。B社に対しては、業務外の⾏動についてまで従業
員に対し安全配慮義務や安全教育を⾏う義務を負わ
ず、さらに事故がB社の管理の及ばない場⾯で発⽣し
ているなどの事情があるため、B社は損害賠償責任を
負わないとした
※平成24年度厚⽣労働省委託事業「陸上貨物運送事業における荷役災害
防止対策推進事業」テキストから

⺠法715条（使用者の責任）
①ある事業のために他⼈を使⽤する者は、被⽤者がその事業の執⾏について第三者に加えた損
害を賠償する責任を負う。ただし、使用者が被用者の選任及びその事業の監督について相当
の注意をしたとき、又は相当の注意をしても損害が生ずべきであったときは、この限りでな
い。
② 使用者に代わって事業を監督する者も、前項の責任を負う。
③ 前2項の規定は、使⽤者⼜は監督者から被⽤者に対する求償権の⾏使を妨げない。

○ 鋼材をクレーンで吊り上げトラックに積み込む作業中に、積んでいた鋼材が
崩れて⾻折した事例（東京地裁判決平成8年7月31日）
A社作業現場にある鋼材をクレーンでトラックに積み込む作業をしていたA
社代表者をB社トラック運転手が自発的に手伝っていたところ、積まれていた
鋼材が崩れてB社トラック運転手が被災した事故において、A社代表者が運転
⼿の助⼒を承諾し、共同で作業を⾏なっていたという事情があるときは、
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交通事故にご注意ください！

交通労働災害による月別死亡者数
（平成26年全国・全業種）

死
亡
者
数
（人
）

☆死亡原因になりやすい
交通事故は、労働災害で亡くなる人の死亡原因の２割以上
を占めます。
奈良県内でも、平成27年※の死亡者８人中、２人が交通事故
で亡くなっています。 ※10月末時点

☆業種を問わず注意が必要

交通事故は、陸上貨物運送事業以外でも多く発生しており、
職業ドライバー以外でも多く発生します。

☆１２月～２月は特にご注意を！
交通事故による死亡は、全国的に12月、２月などに多発
します。業務の繁忙期や路面凍結の時期とも重なるため、
特に注意が必要です。

奈良県内の災害事例（平成27年）
➀トラックを運転し、高速道路上を走行中、道路を塞ぐように倒れていた松の
木にトラックが衝突、横転 （道路貨物運送業、１月発生）

➁原付バイクにて店舗より路上に出たところ、路上を走行してきたオートバイ
と出会い頭に衝突 （小売業、２月発生）

交通事故による死亡は
２、８、１０、12月
に多発します


